
 
 
 

令和５年度  

 

第２回  

 

 

第 52 回岡山市都市計画審議会議事録 

 

令和５年 11 月 20 日開催  
 

 

 



 

- 1 -      

 

第52回 岡山市都市計画審議会議事録（令和５年度第２回） 

１ 日  時  令和５年11月20日（月）午前10時00分 開会 

            午前10時51分 閉会 

２ 場  所  岡山市勤労者福祉センター４階 大会議室 

３ 出席委員  18名 

４ 事 務 局 

 （関係課） 

都市整備局 都市・交通部 都市計画課 

都市整備局 住宅・建築部 開発指導課 

５ 議  事 第１号諮問 市街化調整区域における開発許可制度の見直しについ 

      て（継続審議） 

６ 傍 聴 者 ０人 
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                     【開会】 

                    午前10時00分 

事務局       【挨拶】 

          【定数確認】 

会長        【会議の公開の決定】 

          【署名委員指名】 

事務局       それでは、お手元に第52回岡山市都市計画審議会と記載している資

料がございますけれども、それを１枚めくっていただきますと諮問案

を記載した目次がございます。そして、次のページ以降には、市街化

調整区域における開発許可制度の見直しについて当審議会に諮問する

書面等をおつけしております。 

 続きまして、右肩に説明資料、第１号諮問と書かれたＡ４の資料を

ご覧ください。 

 １枚、まためくっていただきますと、これまでの経緯と今後の予定

をまとめたものをおつけしております。 

 前回の都市計画審議会で設置していただいた開発許可制度検討部会

において、８月22日と10月13日の２回にわたり、見直し素案を取りま

とめております。本日の都市計画審議会では、その見直し素案につい

てご説明し、ご意見をいただきたいと考えております。 

 今後の予定といたしましては、12月１日から28日までパブリックコ

メントを行い、令和６年１月に開催予定の都市計画審議会で、その結

果報告及び見直し案の取りまとめを行いたいと考えております。そこ

で見直し案について答申いただけましたら、２月議会に条例廃止案を

提出する予定となっております。 

 それでは、１枚めくってください。 

 前回の審議会では、見直しの背景や市街化調整区域における開発許

可の現状と影響についてご説明いたしました。今回はこれを受けた具

体的な見直し案について、目次に沿って順にご説明させていただきた

いと思います。 

 それではまず、１ページをご覧ください。 
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 開発許可と建築許可について、まずご説明したいと思います。 

 左側ピンク色の開発許可は、土地の区画形質の変更といった開発行

為に対する許可でございます。対して、右側緑色の建築許可は、市街

化調整区域における建築行為のうち、開発行為を伴わないものについ

ての許可となっております。 

 一番下の囲み、建築許可の許可基準は、開発許可と同様に法第33条

の規定に準ずる敷地の技術的基準に適合するとともに、法第34条に定

める立地基準を満たす必要があります。 

 次に、２ページをご覧ください。 

 前回の資料の再掲となります。 

 都市計画法第34条では、市街化調整区域で行う開発行為は、下の表

にあります同条の１号から14号のいずれかに該当しなければ許可され

ないこととなっております。市街化調整区域で行う建築行為も、これ

と同様に法34条各号に該当しなければ許可されません。 

 各号のうち、11号が50戸連たん制度と言われるものでございます。 

 では、３ページをご覧ください。 

 開発許可と建築許可の合計件数をお示ししております。 

 開発許可と建築許可の合計件数は、年間約500件で推移しており、

このうちピンク色で示している34条11号条例による開発許可は全体の

約６割、緑色で示している建築許可は約２から３割を占めておりま

す。 

 次の４ページをご覧ください。 

 これも前回の資料の再掲となります。 

 34条11号条例による開発の現状と影響を取りまとめてお示ししてお

ります。 

 まず、人口密度への影響として、34条11号条例による開発が多く行

われている市街化区域縁辺部では人口密度が増加している一方で、市

街化区域内で人口密度が低下している区域があり、低密度な市街地が

拡大していることから、人口減少と高齢化の進展が想定される中、低

密度な市街地の拡大により、市街化区域内の生活サービス施設等の維
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持が困難になるおそれがあります。 

 次に、周辺地域への影響といたしまして、34条11号条例による開発

は小規模な集落が多く、人口減少が進む中山間地域等の周辺地域では

少ないことから、中山間地域等の周辺地域では著しい人口減少が続

き、空き家が増加し、地域コミュニティの維持が困難になるおそれが

あります。 

 次に、農地への影響として、34条11号条例による開発は農地と宅地

とを混在させていることから、さらなる農地と宅地の混在により、新

たな用水路危険箇所を発生させたり、営農環境を悪化させるほか、ま

とまりのある産業用地の確保を困難にするおそれがあります。 

 さらに、空き家と34条11号条例による開発として、本市には全域に

多くの空き家が存在している一方で、34条11号条例により市街化調整

区域に新たな宅地が開発されていることから、新たな宅地の供給によ

り空き家の利活用が進まず、危険度の高い空き家が増加したり治安が

悪化するなど、生活環境に悪影響を与えるおそれがあります。 

 また、公共施設への影響として、34条11号条例による道路の市道認

定などにより、維持管理が必要な公共インフラが増加していることか

ら、道路維持、用水路対策、学校施設整備など新たな公共投資や行政

サービスの非効率化により、財政負担の増大につながるおそれがあり

ます。 

 これらの懸念される問題を踏まえ、開発許可制度の見直しについて

ご議論いただきたいと考えております。 

 次に、５ページをご覧ください。 

 開発許可制度検討部会で取りまとめた見直し素案をお示ししており

ます。後ほどご意見をいただければと思います。 

 一番右側の見直し素案をご覧ください。 

 市街化調整区域全体といたしましては、開発の状況を踏まえ、低密

度な市街地拡大の大きな要因となっている34条11号条例は廃止としま

す。ただし、建築許可につきましては、対象が既存の宅地のみなので

今後は確実に減少することなどから、50戸連たんの要件を満たせば許
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可するものとし、34条14号の運用基準を見直して運用します。 

 また、中山間地域などの集落地域の活性化に資するよう、人口減少

が著しい地域に限定し、集落活性化に資する新たな開発許可要件を新

設するとともに、既存建築物を活用した地域再生のための用途変更の

緩和を行います。 

 ６ページをご覧ください。 

 11号条例の見直し検討に当たっての観点を整理いたしております。 

 まず１つ目、廃止ではなく、厳格化する手法についての検討ですけ

れども、程度に差はあるものの、市街化調整区域への低密度な市街地

の拡大を許容し続けることには変わりがないというふうに考えており

ます。 

 ２つ目、11号条例の対象区域を中山間などの周辺地域などに限定す

る手法についての検討ですけれども、法第34条11号には、市街化区域

に隣接または近接し、かつ自然的社会的諸条件から市街化区域と一体

的な日常生活圏を構成していると認められる地域とあることから、

34条11号条例の対象区域を周辺地域に限定することは法の規定にそぐ

わないと考えております。また、周辺地域には11号条例の対象となら

ない小規模な集落が多いため、小規模な集落を対象とする新たな開発

許可制度が必要と考えております。 

 ３つ目、11号条例で指定した幹線道路沿線区域においては、引き続

き開発を許容する手法についてですけれども、11号条例では商業施設

の立地を市街化調整区域で許容しており、本市が進める拠点の生活サ

ービス施設を維持しようとする方向性と逆行するものと考えておりま

す。 

 ４つ目、11号条例の廃止による建築許可への影響ですけれども、建

築許可の対象は既に存在する宅地であり、建築許可制度が残ったとし

ても、対象地が今後増えるおそれはなく、農地や自然環境への影響は

小さいと考えております。 

 これらを踏まえ、見直し案では11号条例は制度の厳格化ではなく、

条例を廃止することとしております。ただし、建築許可につきまして
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は、50戸連たんの要件を満たせば、これまでと同様に許可することと

しております。 

 ７ページをご覧ください。 

 ここからは集落活性化に資する開発許可要件の新設に係る検討につ

いて整理しております。 

 １つ目、開発許可制度の緩和が必要な区域は、既存の集落の維持・

活性化が困難となっている人口減少の著しい区域と考えております

が、具体的な区域設定については、後ほどご説明いたします。 

 ２つ目、人口減少の著しい区域に必要な緩和についてですが、既存

集落の維持・活性化を図るためには、移住・定住を促進するため、農

地等の開発について緩和することが必要であると考えており、自己用

住宅のための農地等の開発について、人口減少の著しい区域のみ限定

して緩和することといたします。 

 ３つ目、現在の開発許可制度についてですが、人口減少の著しい区

域は、11号条例による開発許可の対象とならないような小規模な集落

が多くあることが分かっております。 

 これらを踏まえ、４つ目の具体的な見直し内容として、見直し案の

開発要件は11号条例の対象集落の要件を緩和したものとし、要件のう

ち既存集落の拡散につながるおそれがある敷地相互間距離の緩和は行

わず、これまでの55メートル以内のままとし、連たん戸数については

50戸から20戸へ緩和することといたします。 

 次の８ページには、20戸連たん制度の概要をお示ししております。 

 引き続き、次の９ページをご覧ください。 

 ９ページには、20戸連たん制度の対象区域のイメージ図をお示しし

ています。 

 現行の開発許可制度では、50戸未満のため開発できなかった小さな

集落でも開発が可能となるように設定しております。 

 続いて、10ページをご覧ください。 

 ここからは既存建築物を活用した地域再生のための用途変更の緩和

に係る検討について整理しております。 
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 まず、既存建築物の用途変更に係る国の開発許可制度運用指針の改

正内容についてご説明いたします。 

 既存建築物を活用した地域再生の取り組みをする場合には、許可の

運用を弾力化できるとされ、具体的な用途としては観光振興のために

必要な宿泊、飲食等の提供の用に供する施設と既存集落の維持のため

に必要な賃貸住宅等とされています。 

 今回の見直しでは、用途変更の緩和が周辺の市街化を促進したり、

新たな公共投資が発生しないか等に留意しつつ、具体的な緩和基準に

ついて検討しています。 

 次の11ページをご覧ください。 

 まず、観光振興のために必要な宿泊、飲食等の提供の用に供する施

設の検討について整理しております。 

 １つ目、開発許可制度の緩和が必要な区域は、人口減少の著しい区

域と考えております。具体的な区域設定については、また後ほどご説

明いたします。 

 ２つ目、建物用途を緩和する場合においても、市街化が促進してし

まうことや新たな公共投資が必要となることは防止していかなくては

ならないということから、対象建築物については、適法に建築された

後に相当期間経過した空き家に限定し、審査基準に新たな公共投資を

伴わないものであることを要件化することといたします。緩和する用

途については、国の開発許可制度運用指針に示された宿泊施設や飲食

店とします。 

 ３つ目、現在の開発許可制度についてですが、宿泊施設は観光資源

がある立地基準を満たす場合に限り許可をしており、それ自体が観光

資源となるものは認めておりません。飲食店は、一定の交通量がある

道路沿線や駐車場台数等の立地基準を満たす場合に限り許可しており

ます。 

 これらを踏まえ、空き家を宿泊施設と飲食店に用途変更する場合に

ついては、現在定められている立地基準を満たさない場合でも許可す

るよう、基準を緩和することとします。 
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 12ページをご覧ください。 

 次に、既存集落の維持のために必要な賃貸住宅等の検討について整

理しております。 

 １つ目の対象区域と２つ目の対象建築物については、11ページでご

説明した観光振興のために必要な宿泊、飲食等の提供の用に供する施

設と同様とします。緩和する用途については、国の開発許可制度運用

指針に示された賃貸住宅やグループホーム等といたします。 

 ３つ目、現在の開発許可制度についてですが、市街化調整区域では

賃貸住宅は認めておりません。また、社会福祉施設はサービス対象人

家数などの立地条件を満たす場合に限り許可しており、小規模店舗等

は用途と規模及びサービス対象人家数などの立地基準を満たす場合に

限り許可しています。 

 今回の見直しでは、空き家を賃貸住宅、社会福祉施設及び小規模店

舗等に用途変更する場合については、現在定められている立地基準を

満たさない場合でも許可するよう、基準を緩和することとしておりま

す。 

 次の13ページをご覧ください。 

 既存建築物を活用した地域再生のための用途変更の緩和について、

見直し案の概要を取りまとめております。 

 対象区域は人口減少が著しい地域とし、対象建築物は適法に建築さ

れた後、10年以上経過した空き家で、変更後の用途は宿泊施設、飲食

店、賃貸住宅等、社会福祉施設、日常生活関連業務施設としておりま

す。 

 具体的な用途変更例は、下のイメージ図の記載のとおりで、現行の

開発許可制度の立地基準にかかわらず、用途変更を可能としておりま

す。 

 14ページをご覧ください。 

 対象区域に係る検討ですけれども、１つ目、対象区域とする人口減

少の著しい区域は、国勢調査における人口減少率が大きい区域として

おります。人口減少率の閾値は過疎法に基づき国が示している過疎地
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域の人口要件を参考としております。 

 ２つ目、区域の単位の広がりについてですが、一定の広さを持つ区

域を単位とすることが望ましいと考えられることから、小学校区を単

位としております。 

 これらを踏まえ、対象区域の案は、25年間で人口が23％以上減少し

ている小学校区としております。 

 次の15ページをご覧ください。 

 対象区域となる小学校区は、赤枠で囲っている小串、蛍明、桃丘、

角山、山南学園、馬屋上の６学区となります。参考に34条11号条例に

よる開発件数をお示ししております。 

 次の16ページをご覧ください。 

 16ページでは、対象区域となる小学校区の位置をお示ししておりま

す。 

 続いて、17ページをご覧ください。 

 災害ハザードエリアの取扱いについてご説明いたします。 

 土砂災害が想定されるエリアは、開発許可要件を緩和しようとする

対象の区域からは除外いたします。水災害による３メートル以上の浸

水が想定されるエリアについても、開発許可要件を緩和しようとする

対象の区域から除外しますけれども、20戸連たん制度と空き家の用途

変更緩和については、安全対策を実施する場合には対象区域といたし

ます。 

 続いて、18ページをご覧ください。 

 ここまでご説明した開発許可制度の見直し案の概要をイメージ図に

まとめております。概要を改めてご説明いたします。 

 ピンク色で示している見直し後の欄をご覧ください。 

 一番上の赤枠、11号条例の廃止により、住宅の建築を目的とした開

発はできなくなります。２番目の赤枠、50戸連たんの要件を満たす既

存の宅地は、引き続き住宅を建築可能とします。３番目の赤枠、国道

30号、県道川入巌井線沿道などの条例指定区域では、小売業を営む店

舗等の開発・建築はできなくなります。 
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 続いて、４番目の赤枠、20戸連たん制度により、人口減少が著しい

地域において、20戸以上連たんしている区域での自己用住宅を開発可

能といたします。５番目の赤枠、空き家の用途変更の緩和により、人

口減少が著しい地域において、空き家の賃貸住宅や飲食店への用途変

更を可能とします。 

 参考に一番下に示しているとおり、農家住宅や分家住宅、公益施

設、小規模店舗などについては、これまでどおり開発・建築が可能と

なっております。 

 19ページをご覧ください。 

 開発許可制度の見直し後に、本市の市街化調整区域において開発が

許容される主なもののイメージを見直し分を含めて、取りまとめてお

ります。 

 続いて次に、20ページをご覧ください。 

 経過措置期間に係る検討について整理いたしました。 

 まず、経過措置期間を設ける理由につきましては、11号条例を廃止

することについて、市民・関係業界に一定の影響を与えることが想定

されることから、不都合や不利益ができる限り生じないようにするた

めでございます。 

 その期間につきましては、影響を受ける市民・関係業界が条例廃止

を受けた対応をするには、一定の期間が必要であること、農地が農振

農用地区域であった場合は、除外手続きの受付は年に２回しかなく、

手続きに約半年を要すること、また、近隣自治体の状況なども考慮

し、経過措置期間は２年としています。 

 なお、20戸連たん制度と空き家の用途変更については、開発審査会

に諮った上で、経過措置期間後から運用することといたします。 

 21ページのスケジュールをご覧ください。 

 今回の都市計画審議会に該当する部分を赤色で示しております。今

後、12月にパブリックコメントを行い、その後、都市計画審議会に見

直し案を提出し、答申いただけましたら、令和５年度内を目標に開発

許可制度の見直しを行いたいと考えております。 
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 説明は以上です。参考資料として、開発許可制度検討部会での主な

意見と対応表と、前回の都市計画審議会の資料をおつけしておりま

す。それでは、ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

会長        ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの事務局からの説明に関しまして、ご審議をお

願いいたします。ご質問、ご意見のある方は挙手をお願いできればと

思います。いかがでしょうか。 

会長        はい、委員さん、お願いいたします。 

委員        いろいろご審議いただきまして、ありがとうございました。私の最

近の様子からお話をしたいと思うんですけど、私は大手住宅メーカー

に42年間勤務いたしまして、この11月まで、その仕事をしておりまし

た。それで、50戸連たん等もいろいろ使わせていただいたり、資格の

ほうでも私、一級建築士と宅地建物取引士とファイナンシャル・プラ

ンナーの２級を持っているんですけど、いろんな業界の人に話を聞い

たり自分自身で考えて、まとめてみたことをお話ししたいと思いま

す。 

 話の要点は３つございまして、現在の住宅業界についてのお話と、

それから２つ目として、住宅メーカーが現在この変更をすることに対

して、どんな意見を持っているだとか、それから３つ目として、調整

区域での今回開発の前に手続きすることがいろいろありますけど、そ

れの方法について少し意見を述べてみたいと思います。 

 １つ目は、まず住宅業界についてなんですけど、現在の住宅業界は

４年ぐらい前に対しまして、相当な値上がりをしてます。半導体のチ

ップの問題が起こりまして、ご存じだと思うんですけど、ＩＨのクッ

キングヒーターが来なくなったり、それから給湯器が来なくなったり

して、そこで１回目の値上がりがあって、そしてウクライナ侵攻でま

た値上がりをしておりまして、大体住宅業界が20％ぐらい建物価格が

上がっております。 

 ですから、住宅メーカーで大手メーカー、プレハブメーカーと言わ

れますけど、そちらで建てるシェアが今岡山市内で20％、住宅大手メ
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ーカーがありまして、それまでは5,000万ぐらいで家が建ってたもの

が今は大体6,000万から7,000万ないと家が建てられないと。それから

また、在来の建て売り業者さんもありますけど、大体2,500万ぐらい

で建てれたものが今はもう4,000万を通り越えて5,000万の声を聞くよ

うな状況になってきております。それがまず現状の住宅業界、岡山市

の状況です。 

 そしてまた２つ目が、住宅会社から意見のほうをいろいろ聞いてみ

たんですけど、２つの意見がありまして、50戸連たんがなくなるとい

うことは分かっていても、一生懸命そのエリアで販売をしていた人の

意見では、今まで５、６年前までは700万で土地があったのが1,000万

になり、大体今1,200万ぐらいが調整区域の開発許可による土地の建

築価格と。それを今回調整区域がなくなると大体1,500万から1,800万

の土地の価格になっていくような状況です。 

 それから、家が建った、価格が上がった上でも建てる人は当然おら

れるんですけど、そうした折に20年から30年後の住宅市場というのを

考えたときに、結構その予算アップに基づいて予算調整のためにいろ

んなものを見直すお客さんがたくさん増えてくると。そのときに県南

地区は特に軟弱エリアが多いんで、鋼管杭という杭を大体10メートル

前後、15メートル超えるともうコストが上がり過ぎてできないんです

けど、そのコストが一番に手をつけられていく。要するにその説明を

しない業者が家を建てた場合に、液状化エリアに建った方のおうちが

どうなっていくのかなというのが私一番心配している状況です。 

 それから、もう一つの特にもうそういうことが起こるよということ

で分かっているメーカーは、もう開発許可で家を建てましょうという

話はしてないと。もう一切調整区域は建てられませんという話をして

いるようです。ただ、そのメーカーの方が言うのには、結局市街化区

域のすぐ外の区域の田んぼはもう全然売れなくなるんで、売れなくな

った場合にそのエリアがどうなっていくかと。結構今でも津高のエリ

アの富原エリアなんかに行っても、結構もう草ぼうぼうの土地が岡山

インターの周りですけど、増えてきたりしていますし、それからそう



 

- 13 -      

いうことを考えたときに、多分岡山市に電話が入ってきて、草が生え

てるから何とかして欲しいというのがどんどん増えてくるから。 

 現状でも市街化区域の周辺部でも、農地は農地の第１種農地とか第

２種農地いう規制をかけているんで、もともと売れないなということ

で思っている人はおるけど、まだ売れるんじゃないかと思っとる人が

ここから一気に売れなくなったらどうしようと。どうしようとなった

ら、どうなるか。周辺部のほうでいくと、もう農業放棄地がいっぱい

あって大変なことになってますけど、そのあたり、もしかしたら市街

地中心部の農地が草ぼうぼうになったら、草ぼうぼうになったとこに

はイノシシが入ってきますんで、イノシシが入ってくると、さあ、ど

ういうことが起こるんかなというのを僕は、これは取り越し苦労だと

思うんですけど、心配してます。 

 それから、３つ目についての調整区域についての申請なんですけ

ど、今もう岡山市から２年間というのが出てますんで、それは云々言

っても、もう周りの状況を見ても変わらないですと思うんですけど、

今、年に２回の農業振興地域の申請受付をされてますけど、私の経験

上、農振エリアで宅地をつくろうと思うと、１年間はどうしてもかか

るんですね。これから申請を出していくときに、今回建物の値上がり

が行われるということで、令和４年度のデータを見ると一気に100件

の申請が増えてますけど、ああいうのがまた起こるだろうと。そのと

きに２回の受付だと手続きがどうなるんかなというのを心配してま

す。 

 ですから、できるものなら、もう２年間の中であっても、年４回

の、今２月、８月なんですけど、もう２回ぐらい増やしていただいて

申請を受け付けていけば、もう売ろうか売るまいか悩んどった人も売

れれば、もうちょっとよくなるかなと。そういうふうなことを考え

て、結構、私も前回のときに言いましたけど、もう人気のエリアいう

のは決まってますんで、そんな変なとこから、これから出ることはな

いと思うんで、そのあたりを上手に指導していただいて、この値上が

りで、もう若い方が建てようと思っても6,000万じゃ7,000万じゃいう
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家を建てる現状に対して、もうちょっとしてあげているうちに、また

多分日本は貯金をたくさん持っとる人がいますから、親のほうも援助

しようとか、いろいろ変わっていくと思うんですけど、ここで一気に

進めるといろんな心配事があるし、私が一番心配してるのは軟弱エリ

アで工事を完全にせんかった家がどうなるか。不等沈下を起こして住

めなくなって、その家を誰も買わなくなっていると、南海地震のとき

ですけど。そういうことを一番心配してますんで、ちょっと長くなり

ましたけど、お話しいたしました。 

 以上です。 

会長        ありがとうございました。ご意見ありがとうございます。 

 ほかに何かご意見のある方ございますでしょうか。 

会長        はい、それでは委員さん、お願いいたします。 

委員        既に検討部会でも意見と対応ということで出されているんですけ

ど、もう少し詳しく聞きたいなと、事務局から説明を受けたいなと思

ったのは、この意見と対応の２のところで、20戸連たん、これが影響

で20戸連たんによる開発件数が増加するものと考えている、一般論と

しては確かにそうだろうと思うんですが、先ほど資料の中でこの20戸

連たんのイメージ図が出てたりして、市として想定数があるのか、あ

るいはまだ他市事例は調査できるほどのものはないんですかね。その

辺の具体的なところ、50戸連たんの廃止自体は抑制ということで私は

いいと思ってるんですが、20戸連たんすることで、その効果が薄れる

んじゃいけない。周辺部の地域の活性化とバランスを考えてなんです

けど、廃止の意味がなくなるのでも困るしと。この辺の影響を市とし

てはどのぐらい考えてるんでしょうか。 

会長        これは質問のようでありますので、事務局のほうからお願いいたし

ます。 

事務局       はい、会長。 

 20戸連たんの制度がそもそも今回のこの見直しの趣旨からいって大

丈夫なのかという、そんなご意見だったと思います。今回緩和すると

ころ、15ページのところに６学区の状況と、それまでの開発件数とい
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うのをしております。左側を見ていただくと、かなり人口減少が著し

く、そういうところというのは34条11号の開発の状況というのも年平

均にすると１件を下回るようなエリアもあるということで、こういう

地域が20戸連たんになったからといって、そうすぐにすぐそれほどの

大きな開発が進むと、建物を多くするというのは今考えにくいかなと

いうふうには思っております。問題となっているのは、そっちの人口

減少の率が激しいという、著しいというところで、そこはなるべく人

に集まっていただきたいなということで、その低密度な市街地が広が

るというところまでは、そういかないのではないかというふうに思っ

ております。 

委員        もう一つ。 

会長        はい、委員。 

委員        あわせて、農地、新たな開発じゃなくて、それから空き家の活用、

これは進めるべきだと思ってます。ここについては、新たに補助金の

創設だとか賃貸するためのリフォームだとかいうのもあるのはあるわ

けですけども、それはこの審議会になってくるのか、どこで議論する

かなんですけど、そういったことの展望は併せてどうなってるんでし

ょうか。 

会長        はい、事務局、お願いいたします。 

事務局       はい。先ほどの空き家活用に関する支援みたいな感じでございます

けど、今、他都市の空き家のそういう補助制度みたいなものの勉強と

いうか、調査はしております。必要があれば、そういうのは導入して

いきたいとは思うんですけれども、当面は制度を運用した後の様子を

見てからというところにはなるのかなというふうに考えております。 

会長        委員さん、よろしゅうございますか。 

委員        はい、ありがとうございます。 

会長        ありがとうございました。 

委員        よろしいですか。 

会長        はい、委員さん、お願いします。 

委員        空き家の件に関連してです。用途変更の緩和の件について、適法に
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建築され、10年以上経過した空き家のというのは、これは空き家とし

て10年以上経過したという、そういう見方でよろしいですか。 

事務局       はい、会長。 

会長        はい、事務局、お願いいたします。 

事務局       空き家の状態が10年ではなくて、建物が適正に建った時点から10年

経過した後のそのタイミングで空き家になったという理解でお願いい

たします。 

委員        分かりました。じゃあ、空き家になってから10年だと非常に劣化が

進んでいるので活用するにもねと思ったんですけど、そういうことで

すね。分かりました。ありがとうございます。 

会長        よろしゅうございますか。 

 ほか何かございますでしょうか。 

会長        はい、委員さん、お願いいたします。 

委員        説明ありがとうございました。条例廃止から施行日までの経過措置

期間が２年ということでお伺いしてるんですが、当会のほうからも話

を出したと思うんですけども、開発に至る中で３年塞がりという言葉

があると思うんですけども、３年周期で物事を決めて、ここの方角に

はおうちを建てれるよ、ここの方角は今年は悪いよということで、３

年周期で決まってしまうような考え方のところも非常に根強く残って

いると話を聞いているんですけども、それでもそこは２年周期という

塊なのかどうか、そこら辺をまた考えていただきたいなということ

で、これは意見で構いませんので、また何かでしっかり話をしていた

だきたいなと。これは業界の方からもそういう話が出ております。 

 あともう一つは、20戸連たんに関してなんですけども、これは実際

この経過措置期間の間に20戸連たん制度がもうそもそもスタートして

しまうものなのか、それともこの経過措置期間が終わった後から同時

で進行するものなのか、それはどちらなのか教えていただけますか。 

会長        はい、事務局、お願いいたします。 

事務局       移行期間ですけれども、検討部会のほうでも様々なご意見が出まし

たが、逆に２年が長過ぎるんではないか、今50戸連たんの制度が廃止
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されるんではないかといううわさの時点でもう100件程度増えてい

て、実際に案を出してからといいますと２年半ぐらいある中で、もう

既にどんどん増えていくんではないかと、さらにこういう方が増加し

て低密度な市街地が広がってしまうんではないかというご心配の声が

検討部会の中ではたくさんありました。我々のほうは、その両方を見

ながらバランスを考えたというところで、そういった意味では周辺都

市でやっている事例の中で最も長く取っている２年間を取って、表現

が適切かどうか分かりませんけど、激変緩和措置ということで、そう

いった意味合いで２年間、手続き的には年に２回の手続きが４回あり

ますので、そういうことでぜひお願いしたいというふうに思っている

ところです。 

 もう一つの話は、20戸連たん制度については、経過措置が終了した

後から、それと同時にスタートしたいなというふう考えているところ

です。 

会長        はい、委員さん、お願いいたします。 

委員        ご回答ありがとうございます。20戸連たん制度のほうに関してにな

るんですけども、実際この経過措置で50戸連たんを廃止、期間があっ

て50戸連たんがずっと適用されているよりは20戸連たんのほうがもち

ろんやりやすいということもあるので、20戸連たんを先駆けてすると

かということは考えられないでしょうか。 

会長        はい、事務局、お願いいたします。 

事務局       ２年間の間は50戸連たん制度が使える状況ですので、20戸連たん制

度というのは今のところはその後にスタートさせていただきたいなと

いうふうに思っています。 

会長        よろしいですか。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

                〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

会長        それでは、ほかにご意見もないようですので、これまでのご意見全

般に対して事務局から何か今後の扱い等にしても、ご発言ございます

でしょうか。 
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 よろしいですか。 

 それでは、事務局の発言を踏まえまして、市街化調整区域における

開発許可制度の見直しについて、部会でまとめた見直し素案をおおむ

ねパブリックコメントとして実施する見直し案として承認するという

ことでよろしゅうございますか。 

                〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

会長        それでは、特にご意見ございませんようですので、今回の案件、パ

ブリックコメントを実施する見直し案として当審議会として承認する

ということにしたいと思いますが、いかがでしょう。よろしゅうござ

いますでしょうか。 

                〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

会長        ありがとうございます。それでは、そのように取り扱わせていただ

きます。 

 それでは、ほかにご意見もないようですので、本日はこのあたりで

審議を終了したいというふうに思いますが、よろしゅうございます

か。 

                〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

会長        なお、この案件につきましては、パブリックコメントを踏まえて審

議を進めるということで、継続審議ということにしたいと思います。 

 以上で審議を終了いたしましたので、進行につきましては事務局の

ほうにお返しいたします。 

事務局       ありがとうございました。 

 本日の予定はこれで全て終了いたしました。議事の円滑な進行にご

協力いただきまして、誠にありがとうございます。 

 なお、次回の都市計画審議会ですが、本日ご議論いただいた市街化

調整区域における開発許可制度について継続審議となっておりますの

で、これを予定しております。時期につきましては、パブリックコメ

ントの後、年明け１月末頃を予定しておりまして、後日改めて日程調

整をさせていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいた

します。 
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 それでは、これをもちまして第52回、令和５年度第２回岡山市都市

計画審議会を閉会いたします。 

 本日は、お忙しい中お集まりいただきまして、誠にありがとうござ

いました。 

                    午前10時51分 

                     【閉会】 


